
令和７年度

伊豆ヘルスケア温泉イノベーションプロジェクト推進事業
温泉旅館オフィス化事業モデル事業者
募集要項
	募集期間
	令和７年４月30日（水）～５月20日（火）17時

	問合せ先
	　静岡県経済産業部産業革新局新産業集積課

　　　ＴＥＬ：054-221-2985

　　　E-mail：trc@pref.shizuoka.lg.jp


１　事業の趣旨

　　静岡県では、温泉を活用した新たなヘルスケアに関する産業の創出を推進するため、温泉に食、スポーツ等を組み合わせた伊豆ヘルスケア温泉イノベーションプロジェクトを推進しています。。

当該プロジェクトの中で、伊豆地域の地域資源を最大限に活用し、地域課題解決とプロジェクトの発展を促進するため、プロジェクトへのスタートアップ企業等の参画促進、異業種間連携による新たなサービスの創出を目指して温泉旅館オフィス化※事業を展開しており、この度、モデルとなる事業者を募集し、選定した事業者に対して、静岡県が委託する支援事業者（以下、「支援主体」という。）によるオフィス化計画の策定支援等の伴走支援を実施します。

※温泉旅館オフィス化とは、「温泉施設を有し、かつ旅館業法に基づく旅館業又はホテル業の許可を受けている事業者が、当該旅館・ホテルにおいて、旅館業・ホテル業を営みつつ、その施設の一部を、地域課題解決等に取り組むため、企業等に貸し出すこと」を指します。
２　募集の概要

(1)応募資格

　以下の①、②の全てを満たす事業者とする。

　　①旅館業法（昭和23年法律第138号）第　３条に基づき、伊豆ヘルスケア温泉イノベーションプロジェクトの推進地域（沼津市、熱海市、三島市、伊東市、下田市、伊豆市、伊豆の国市、東伊豆町、河津町、南伊豆町、松崎町、西伊豆町及び函南町。以下「プロジェクト推進地域」という。）内において、旅館・ホテル営業の許可を受けた事業者のうち、当該旅館・ホテル（以下、「温泉旅館」という。）において温泉旅館オフィス化を実施しようとする事業者

　　②以下のアからカまでの全てを満たす事業者

ア　ICOIフォーラムの会員であること。

　※会員は随時募集しています。申込に関しては、下記HPの会員規則及び申込様式を御確認ください。(HP:https://icoi.pref.shizuoka.jp)

イ　直近１年間における静岡県税を滞納していないこと。

　　ウ　国又は地方公共団体との契約に関して指名停止を受けている期間中でないこと。

　　エ　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。
　　オ　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者（更生手続開始の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（再生手続開始の決定を受けている者を除く。）でないこと。

　　カ　次の(ｱ)から(ｷ)のいずれにも該当しないこと。

　　　(ｱ) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「法」という。）第２条第２号に該当する団体（以下「暴力団」という。）

　　　(ｲ) 個人又は法人の代表者が暴力団員等（法第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。以下同じ。）である者

　　　(ｳ) 法人の役員等（法人の役員又はその支店若しくは営業所を代表する者で役員以外の者をいう。）が暴力団員等である者

　　　(ｴ）自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴力団又は暴力団員等を利用している者

　　　(ｵ) 暴力団若しくは暴力団員等に対して、資金等提供若しくは便宜供与する等直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し又は関与している者

　　　(ｶ) 暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者

　　　(ｷ）相手方が暴力団又は暴力団員等であることを知りながら、下請契約、資材又は原材料の購入契約その他の契約を締結している者

　(2)応募対象

　　(1)の応募資格を満たす事業者が行う温泉旅館オフィス化。ただし、１事業者当たり１つの温泉旅館を上限とします。
　(3)事業期間
　　 令和７年６月２日（月）から令和８年２月28日（土）まで

　(参考：令和７年度の県の支援内容）

　　①温泉旅館オフィス化の計画策定支援

　　　・国、自治体等の各種支援制度の活用支援

　　　・温泉旅館内のオフィス化エリア選定支援

　　　・オフィス化の設計・デザイン等の支援

　　②入居促進支援
　　　・スタートアップ企業等との調整、入居促進支援

　　③その他オフィス化に当たって必要な支援

　
３　応募手続き

　(1)応募期間　令和７年４月30日（水)から令和７年５月 20日（火）17時まで

ただし、5月 16日(金)17時までに事前相談を新産業集積課へ行ってください。
　(2)受付時間　月曜日から金曜日　午前９時から午後５時まで

　(3)申込方法　上記期間に必要書類を電子メール又は郵送により提出。
　　　　　　　なお、郵送の場合は、発送記録が残る方法（書留等）で行ってください。
　(4)提 出 先　〒420-8601

　　　　　　　　静岡市葵区追手町９番６号

　　　　　　　　　静岡県経済産業部産業革新局新産業集積課新産業集積第２班

　　　　　　　　MAIL：trc@pref.shizuoka.lg.jp

　(5)必要書類（各１部提出すること）

　　ア　応募申込書（別紙様式１）

　　イ　誓約書（別紙様式２）

　　ウ　質問シート（別紙様式３－１、３－２、３－３）

　　エ　温泉旅館のパンフレット等

　　オ　決算書（直近３カ年分）

　　　　　
(6)様式等の入手先

　　　下記からダウンロードしてください。

　　　https://icoi.pref.shizuoka.jp（静岡県ICOIプロジェクト専用ホームページ）
(7)留意事項

　　・令和７年度は、施設改修等の費用についての支援は行いません。。

　　・その他支援内容について不明点がある場合は、新産業集積課に問い合わせてください。
　　・事前相談にて、質問のあった事項への回答は、特定の事業者が識別できない形で、内容を都度ホームページにて、情報共有します。

(7)募集スケジュール
	時　期
	内　容

	令和７年４月30日(水)
	募集開始

	令和７年５月 16日(金)　17時
	事前相談締切

	令和７年５月20日(火)　17時
	募集締切

	令和７年５月21日(水)～23日(金)
	ヒアリング（必要時のみ）

	令和７年５月26日(月）<<予定>>
	選定委員会（オンラインで実施）

※提出書類による審査/

質疑応答のみ応募事業者がオンラインにて

対応

	令和７年５月30日(金)
	審査結果通知

	令和７年６月２日(月)
	伴走支援開始


４　審査方法・基準

　(1)審査方法

　　ア　県が設置する選定委員会（オンライン）において、応募書類に基づき審査を行います。当日、応募者に、質疑応答への対応を求める予定です。（応募者もオンラインにて参加）日程等は、別途御連絡します、

イ　また、選定委員会　に向けて、必要に応じてヒアリング及び現地調査を実施するほか、追加資料の提出を求めることがあります。

　　ウ　選定委員会の審査結果を踏まえて、県がモデル事業者を選定します。

　　エ　採択結果は、応募者全員に通知します。

　

(2)審査基準

　　以下の基準に基づき、選定委員会において、審査します。

　　・「１」の評価がある事業者は不採択とし、それ以外は原則採択する。ただし、応募事業者が４者を上回った場合は選定委員会にて、採択する事業者を選定する。　　

	考え方
	評　価

	✔施設状況等を適切に分析し、活用可能スペースを選定しているか
	□ ３（適切）

□ ２（どちらともいえない）
□ １（不適切）

	✔オフィス化可能スペースが複数あり、その面積、設備等は十分か
	□ ３（十分）

□ ２（どちらともいえない）
□ １（不十分）

	✔収支状況を分析し、それに基づいた収支計画が具体的に説明されているか
	□ ３（　されている）

□ ２（どちらともいえない）
□ １（　されていない）

	✔入居企業の希望業種やその考え方は適切か
	□ ３（適切）

□ ２（どちらともいえない）
□ １（不適切）

	✔入居企業との協業、地域課題解決への寄与に関するビジョンが

具体的かつ適切か
	□ ３（適切）

□ ２（どちらともいえない）
□ １（不適切）

	✔初期コストの積算は具体的に説明されているか
	□ ３（　されている）

□ ２（どちらともいえない）
□ １（　されていない）

	✔初期コスト回収、利益化の考え方は具体的に説明されているか
	□ ３（　されている）

□ ２（どちらともいえない）
□ １（　されていない）


　(3)選定予定件数
　　　最大４事業者
５　その他の留意事項

　(1)応募に係る費用は全て事業者の負担とします。

　(2)応募した全ての事業者は、応募書類に記載された全ての情報（営業秘密及び個人情報を含む。）が、審査に当たり選定委員に提供されること、また支援方法等の検討のため、支援主体に提供される
ことに同意したものとみなします。

(3)応募書類は、公開しません。なお、応募書類は返却しません。

　(4)書類提出後の記載内容の変更は、原則として認めません。（県からの指摘による場合は除く。）

　(5)応募状況、審査結果等に関する問い合わせには応じられません。

　(6)応募書類に虚偽情報の記載や申告があった場合、その他不適切であると静岡県が判断した場合には、途中で辞退して頂く場合があります。

　(7)事業内容及び成果について、県が作成する各種発行物等への記事掲載や行事の場での展示、会議等における報告等に御協力いただく場合があります。

　(8)採択時や事業終了時等に採択事業者の名称、事業計画の名称及び概要、実績等について、県のホームページ等で公表することがあります。

　(9)その他、本要項に記載のない事項等については、採択事業者
、県及び支援主体と協議の上、決定します
６　問い合わせ先

　　■静岡県経済産業部産業革新局新産業集積課

　　　　電　話　054-221-2985

　　　　ＦＡＸ　054-221-2698

　　　　E-mail　trc@pref.shizuoka.lg.jp
別紙様式１（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
伊豆ヘルスケア温泉イノベーションプロジェクト推進事業

温泉旅館オフィス化事業　モデル事業者公募

応募申込書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　　静岡県知事　鈴木　康友　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　職　氏　名　　

　令和７年度伊豆ヘルスケア温泉イノベーションプロジェクト推進事業温泉旅館オフィス化事業モデル事業者公募に関して関係書類を添えて応募します。

１　オフィス化温泉旅館

	名　称
	

	所在地
	〒




２　本申込に関する担当者

	所　属
	

	役　職
	

	氏名（ふりがな）
	

	E-Mailアドレス
	

	電話番号
	


別紙様式２（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
誓　　約　　書
　　当社は、温泉旅館オフィス化事業モデル事業者公募について、応募を行うに当たり、下記の内容について誓約します。

記

　・募集要項に掲げる参加要件を満たしています。

　・募集要項の全ての内容について確認し、理解しました。

・応募書類に記載した事項について、事実と相違ありません。

　・虚偽や不正が判明した場合は、会社名等の情報を公表されることに同意します。

　・静岡県から検査・報告の求めがあった場合は、これに応じます。

　・暴力団排除の資格要件確認のため、必要な場合には、静岡県警察本部に照会することについて

承諾します。

以上

令和　　年　　月　　日　

静岡県知事　鈴木　康友　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　職　氏　名　　

別紙様式３－１（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

質問シート

１　温泉旅館の概況等について

	施設

状況
	敷地面積
	　　　　　　　　　　　（平方メートル）

	
	建物規模

（概略図添付）
	（階数、構造等を記載）



	
	客室数/稼働率
	＜客室数＞

＜稼働率＞

　（平均）　

（平日）

　（土日）

	組織

状況
	従業員数
	　　　　　　　　　　　（名）

	
	組織体制（図）
	

	収支

状況
	直近の決算

（決算書添付）
	

	
	取引金融機関

（メイン）
	

	活用可能

スペース
	スペース数
	　　　　　　　　　　（部屋）

	
	状況/理由
	別紙のとおり


＜別　紙＞　活用可能スペースの状況/理由

	No.●
	

	スペース名称
	

	面　積
	　　　　　　　　　　　（平方メートル）

	位　置
	　　　　　　　　　　　（階）

	現在の使用用途
	

	設　備
	（Wi-Fiやその他什器などの状況）

	＜写　真＞

	選定理由
	


別紙様式３－２（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

質問シート

２　本事業へ応募した狙いや理由
	①実施内容

及び将来の展望等
	(本事業を通じて、実施したい内容及び達成したい目標、将来への展望等を具体的に記載願います。)



	②地域課題解決への

寄与に関する考え
	(どのような地域課題に対して、どのようにその解決に寄与することが考えられるかを具体的に記載願います。)



	①②を達成するにあたり現在想定している

入居企業
	想定する入居企業の業種
	

	
	想定する入居企業業種選定の理由


	


別紙様式３－３（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

質問シート

３　本事業に関するコストの積算

	初期コスト
	初期コスト

の見込み(概算)
	（　万円）

	
	想定される内容、内　訳
	

	回収と

利益化
	初期コストの

回収方法

（現在の想定、

予定）
	（客室単価の変更、家賃収入の見込みなど）

	
	利益化に向けた

考え方
	（初期コスト回収後の利益化に向けた考え方、見込みを具体的に記載）


・表記を統一しました。


・また、単に「使用する」のみだと、例えば営業目的で使用する（ことも含まれる）ように見えてしまい、余計な不安を与えかねないので、ここでは「提供される」のみでよいと思います。


・選定委員と支援主体とは秘密保持契約を交わすことを明記しておくのがベターかと思います。


上と表記を統一しました。
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